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OECD主催第 3回

研究所長会議に出席して

共ロ 旺岡
訟
琺

いち

イギリスからは七つの研究所から 8人が出席し，アメリ

力からは四つの研究所 (4人）が参加している。また低

開発国からは主として，・アフリカおよび中南米諸国から

多数の代表が参加したが，アジア諸国からはインドおよ

びパキスタンから代表がわずか 4人参加していた程度

で，本会議でアジア諸国の調査活動に対する関心が低調

であったのも無理からぬことである。

n
 

本会議の目的

ま え が き

わたくしの現地調査のテーマは「生活水準に関する調

査」であるが，具体的には三つの目的があった。第 1は

OECD開発センター主催の第3回研究所長会議に東畑所

長の代理として出席することであり，第 2は FAOおよ

び OECDなどの国際機関との共同研究の具体的打合せ

であり，第3は本来の調査テーマである生活水準に関す

る調査である。これら三つの目的を通じて共通的関心は

主として生活水準に関する調査を行なうことにしぼり，

9月14日から30日に至る17日間，ナポリ，ローマおよび

パリーの 3カ所に立ち寄った。したがって，この報告も

これらの主要目的別に報告する必要があると思うが，紙

面の制約もあるので，第 3回 OECD研究所長会議に主

題をしぼって報告したい。

ー 会議の規模

OECD開発センター主催の第3回後進国開発関係研究

所長会議はイタリーのナポリ郊外にある Porticiの農業

経済研究所(Centrodi Specializzazione e Ricerche Eco-

nomico-Agrarie per ii Mezzogiorno-Portici)におい

て9月16日から21日まで 6日問にわたって開かれた。最

初の 2日間は研究所長会議で，第3日目は研究所長およ

び訓練所長との合同会鏃がもたれ，その後は訓練所長会

議といったスケジュールで運営された。わたくしは経済

研究所長を中心とする 3日間の会謙に出席した。

本会蹄参加者数は，一応登録されたものとしては75名

で，そのうち 2~3人の不参加があったと聞いているが，

名落（本稿末尾参照）によると，参加研究所は54研究所

で，参加国は先進国11カ国 (36人），低開発国13カ国 (22

人），世銀，国際通貨基金などの国際機関から 9人， OE

CD開発センターからは，事務局側として所長の Buron

氏，副所長の Little氏，調査局長Arsenisなど 8人が参

加する大規模の国際会議であった。、とくに国別に多くの

代表を出しているのは， フランスの 8人 (8研究所），

本会隊の目的を説明するまえに，本会議を主催した

OECD開発センターの任務およびその活動概要を紹介す

ることが，本会證の目的を位置づけるための近道となろ

う。

1. OECD開発センターの任務と活動について

OECD開発セ ンタ ーは OECD開発援助委員会(Deve-

lopment Assistance Committee―-DAC)の一つの下部

機関で， 1961年 OECD閣僚理事会で同セ ンタ ーを設置

することの有効性が原則として承認され，ロカナサン，

ティンバーケン，グレゴワールおよびメイソノの 4人の

著名学者によ って，具体的な開発センター構想がたてら

れ，理事会に提出された。その後， OECD執行委員会構

成国11カ国により作業部会が設置され，ここで本梢想は

検討された結果， 1963年 5月理事会により設立された。

本センター設立の趣旨はーロにいえば，本セ ンター参

加国における経済開発問題および一般経済政策の作成，

実施に関する知識と経験を本センターに結集し，これら

を低開発国の経済開発のため低開発国の利用に供するこ

とにある。

また，本センターの主要な活動には大きくわけて四つ

ある。すなわち，（1）短期かつ adhocの訓錬コースおよ

びゼミナールを設け，低開発諸国からの研修生を受け入

れ，これを訓純すること，（2）低開発国および開発国援助

問題などを研究し，他の類似の研究機関の研究を促進す

ること，（3）他の類似の機関および低開発国に対し，本セ

ンターが必要に応じて諮問に応ずること，（4）開発計画に

関連する政治，経済，商業，教育および科学などの分野

の情報交換を行なうための会識およびシンボジュウムを

組織すること，などである。もちろん，以上は本センク

ーの主要な活動内容であるが，その他の関連的な活動に

ついては，センター自身の大幅な裁量にまかされている。

以上，本センターの設立の経緯，趣旨およびその活動

範囲からみて，本センターは OECDの各機構のうちで

も最も学究的な機関の一つであり， OECDの一つの調査
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機関としての性格が強くうちだされていると言える。ま

た， DACはもとより， OECD全体としても本センター

に対してこの分野での大きな期待をかけているが，最近

本センターの活動について OECD内部でも若千の批判

の声が出ているという。それは，調査機関としての活動

が思うように行なわれず，また研修および訓練の効果が

思ったほど上がらないことにあるようである。前者に関

しては，国際機関の性格として，国際機関自体が自ら特

定テーマについて調査研究をすることは現在の人的構成

から見て無理であるが，コンサルタントの利用および運

用などについて問題があるようで， .OECD各委員会の事

項別， 専門的研究の深化に伴う本センターの守備範囲の

相対的な縮小も一つの要因とされている。また，訓練面

での効果の問題に関しては，予算の面か らの制約が原因

して，全般的かつ大量の訓練生の受入れが困難であり，

これら訓練の効果が早期にあがらないことも一つの原因

とされている。

その中にあって，所長会厳は OECD開発センターに

おける事業活動のなかでも最も有効的なものと高く評価

され， 最も力を入れられているものの一つである。

2. 第3回研究所長会議の目的

以上本センターの趣旨および活動を背乗に所長会議は

すでに 2回行なわれ，第 1回会議は主として低開発国の

開発問題を総括的に調査研究している先進国ク‘Jレープの

研究所の代表が中心となった会議である。第2回会鏃は

低開発国の代表が中心となって，国別および地城別に開

発の諸問題を討鏃した。

第1回会議はベレルモで行なわれ，日本からは石川

磁氏(-橋大学経済研究所代表）が出席された。

第2回会議はバリで行なわれ，アジア経済研究所長

代理として調査業務部長であった西）•II 次郎氏が出席し

ており，他に日本からは大来佐武郎氏が OECD顧問

として出席された。

第3回研究所長会議，すなわち，今回の会議の目的は

先進国および低開発国の主要研究所長を一堂に会し，開

発問題の地域協力面に関する共同研究のあり方と，その

研究の可能性について討厳することにあった。したがっ

て，会隊の運営については，すでに地域協力について共

同研究を行なっている中南米諸国およびアフリカ諸国の

研究所の経験および，今後の課題などについて，あらか

じめ報告書を OECDに提出し，これを中心に各国が討

議するといった会議方式で， 1日四つの報告書を中心に

メンバーによる討厳が行なわれた。報告者に対する質疑

応答は 5分間の時間制限をもって，活発に行なわれ，会

厳は大きなもりあがりを見せた。

3. OECD開発センターの志向

各国の研究所の報告にさきだち， OECD開発センター

所長 Buron氏から GeneralStatementがあった。この

Statementは，本センターの目的，趣旨およぴ活動など，

きわめて一般的なもので，ついで調査局長から本会議の

趣旨についての説明があり，本会議にかけられている希

望が述べられた。要約するとつぎの 5点である。

(1) 本会議において，各研究所で行なっている，また

計画している調査研究の現況に関する討厳を通じて，情

報の交換を行ない，今後さらに調査研究の協力を相互に

促進していきたい。このために OECD開発センターは，

各国研究所長はもとより，各国政府およびその国の研究

機関との間に必要に応じて仲介の労を惜しむものではな

い。 OECD開発センターは昨年から懸案になっていた世

界の各研究所の案内書(Catalogue)，およびこれら研究所

の調査研究活動を項目別に整理した LiaisonBulletinを

作成し，各研究所の調査研究上の協力がより有効に行な

われるための資料としている。

(2) また，本会鏃を通じて個人的な接触を密にし，相

互の理解が深まることを期待するとともに，共同研究の

芽が育つことを希望する。

(3) 各研究所の調査研究に際して，調査テーマの選定，

方法論の開発，統計の利用など広い分野での協力が考え

られるが，その協力は国際的な立場から行なうことが肝

要で，無駄な重複はできるだけさける必要がある。この

ためにも，国際的な協力をさらに強化し，できれば低開

発国開発に関する共同研究テーマを決定し，低開発国お

よび先進国の多くの研究所が共同で研究することを期待

する。

(4) 多数国にわたる共同研究は，その目的によって優

先順位が問題になると思われるが，できれば，この種の

国際会議で調腋し，共同研究として育成していきたい（こ

のあたりが OECD開発センターのねらいの一つであり，

センターで現在計画している生活水準の国際比較研究な

どの調査フ゜ロジェクトとの結びつきを考えているようで

ある）。

(5) 特に，低開発国における経済計画に関しては先進

工業国との相互関係を考慮せずには，実現性のある計画

とはならないだろう。したがって，計画作成の方法論お

よび統計の統一化などの経済的要素面もさることなが

ら，それ以外の要素面についても低開発国と先進国とが
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相互に協力し共同調査することが望ましい。すでにアメ

リカと中南米諸国との共同調査研究は実を結びつつあ

り，その研究成果が政策に反映されていることは喜ばし

いことである。

以上， OECDセンターは各国各研究所に対して共同研

究体制の確立およびその強化を要請した。各国ともにこ

の本旨には全面的賛成の意を表した。

III 会議の内容

会鏃は事前に報告テーマおよび報告書が決められ，こ

れら報告書を中心に参加研究所代表による討厳が行なわ

れる方式が採用された。各国の報告テーマ，報告者およ

び討厳順序はつぎのとおりであった。

THURSDAY 16th SEPTEMBER, 1965 

Development Research Problems 

Morning 

9. 00 General Statement: 

Mr. Robert Buron, 

President, 
0. E. C. D. Development Centre, 

Paris. 
11. 00 "Research Requirements for Agricultural De-

velopment" 

Professor Manlio Rossi-Doria, 

Centro di Specializzazione e Ricerche Eco・

nomico-Agrarie per ii Mezzogiorno, Univer-

sity of Naples, 

Portici. 

Discussion 

Afternoon 

15. 00 "An Introductory Note on the Orientation of 

Research in Development Institut_es" 

Report by the Research Division of the 0. 
E. C. D. Development Centre. 

Discussion 

16. 30 "Development Research Problems in Latin 

America". 

Mr. Miguel S. Wionczek, 

Centro de Estudios Monetarios Latinoame-

ncanos, 

Mexico City. 

Discussion 

FRIDAY 17th SEPTEMBER, 1965 

Co・operativeResearch for Development 

Morning 

9. 30 "A Joint Research Project on Industrial Inte-

102' 

gration in Latin America" 

Mr. Joseph Grunwald 

The Brookings Institution, 

Washington D. C. 

Discussion 

11. 30 "An Example of Regional Co-operation: The 

Mediterranean Social Sciences Research 

Council" 

Professor Jean Meyriat, 

Mediterranean Social Sciences Research 

Council, 

Paris. 

Di 1scuss1on 

Afternoon 

15. 00 "An Example of Cooperative-Research on 

Industrialisation Problems in Africa" 

Statements by the Development Centre and 

the participating institutes. 

Discussion 

16. 00 "Future Co-operation" 
Discussion ・on the Development Centre's 

programme in this field. 

SATURDAY 18th SEPTEMBER, 1965 

Morning 

9. 30 "Functional Interrelationships between Deve-

lopment Institutes and Planning Organisations 

in Developing Countries". 

Professor Wolfgang F. Stolper, 

Center for Research on Economic Develop-

ment, 

The University of Michigan, 

Ann Arbor, Michigan. 

Discussion 

11. 30 "Children, Young People and Development 

Plans" 

Mrs. Ika Paul-Pont, 

International Children's Fund, 

Paris. 

Afternoon 

15. 00 "Developing a Development Institute" 

Professor Eghert de Vries, 

Institute of Social Studies, 

The Hague. 

Discussion 
17. 00 "The Development Centre's Liaison Bulletin". 

Debate. 

報告害のうちでは経済統合に関するものが大部分を占

め，特にその内容も低開発国における経済成長の一つの

柱である工業化に研究の焦点がしぼられているのが特徴

的であった。少し毛色の変わったものに燐業開発問題に
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関するものがあった。これら報告のほとんどが，多数国

にわたる共同調査研究の実情とその可能性および問題点

を述べ，結論として，国際相互間の協力が必要であり，

これを今後なんらかのかたちで推進すべきであると結ん

でいた。これに対し各国代表はこの結論に原則的に賛成

の意を表し，各研究所の研究の実t青およびこれに関する

コメントを含めて活発な討議が行なわれた。

ここでは紙面の制約もあるので，特徴的な 2, 3の報

告について要約的な紹介を行なうにとどめたい。

(1) 農業開発に関する調査研究上の必要事項

低開発国にとって農業セクターは主要なセクターであ

るが，各国の特殊事情によって，その開発の方法および

その手段も相違してくる。したがって，類似の農業構造

を持つ国をグループにして，そのグループ内の研究所が

共同研究することが望ましく，自国資源を最適有効的に

利用することにもなり，新しい技術も共同で有効的に開

発されよう 。また，各国別の農業投資も節約されるだろ

う。

共同研究については，農業技術面の開発，新しい科学

的要素の投入の可能性などの問題が研究対象として取り

上げられるべきで，このためには現在不足している農業

技術者の育成が緊要である。OECD開発センターにおけ

る研修活動についてもこの点考應の要がある。また，農

業開発問題の研究は，その分野も広く，市場，価格，運

輸，農家所得水準，組合などの経済，社会，科学の諸分

野にわたるので，各国の研究の協力いかんによっては，

その成果は，今後の農業政策に大きく貢献するものと思

われる，と結んでいる。

以上の説明に対して，各国代表からの発言のおもなも

のを拾ってみると，つぎのようなものがある。

(a) 類似の股業構造をもつ国がグループ研究を行なう

ことは原則的に賛成であるが，農業開発は全体経済の中

で考えるべきで，労働，投資，工業部門および貿易など

の諸ファクターとの関連で研究することが必要である。

(b) 類似国のみのグループ研究は短期的な股業開発に

は特殊性を活かすという面から手段として有利と思われ

るが，国際的競点から，、また長期的見地から，農業構造

の変化を考應することが必要で，この変化に順応してい

く農業開発政策をたてるべきである。この意味から，国

際的な餓点にたって，統済全般，社会，および科学など

広い分野にわたる研究協力が必要であり，農業開発の長

期計画をたてるべきである。

(c) 農業開発の長期計画作成に際しては，全体の経済

長期計画の一環として考えられるのが当然であるが，特

に工業部門との関連に留意しなければならない。また，

柴家所得の増大のための技術導入，施肥将，農業機械の

利用などの投入面の諸問題もさることながら，教育の問

題が第一であり，経営面での質の向上も計るべきで，

OECDの研修センターとしてもこの面の開発を急ぐべき

である。

(d) 農業開発に関する共同研究のうち特に技術面での

研究は，その結果を得るまでに長い期間とばく大な費用

を要するので，その財政面では政府に依存するところが

大き"‘。したがって， 1研究所ベースの協力はいろいろ

と困難があるので，政府間での協力が必要であり，OECD

開発センターからも各国政府に働きかけてもらいたい。

実際問題として，農業における開発問題は各国の特殊

事情があり，各国が共同で特定のテーマについて研究す

ることは困難であるようである。すなわち，テーマの選

定にあたって各国の優先順位が政策によって相違してお

り，結果的に生産性の問題に帰着するとしても，途中の

プロセスの順位に問題があるようで，多くの発言者はこ

の点を問題とし，新しい共同研究体制の確立の可能性を

見いだそうとする発言が行なわれた。

(2) ラテン・アメリカにおける開発研究計画について

メキシコの Wionczek氏が報告者で，報告の大要はつ

ぎのとおりである。

(a) ラテン・アメリカにおける共同研究は歴史的には

古く， ECLAが中心になって一つの体系化がなされた。

この共同研究は地域統合とY‘う政策的目様によって体系

づけられており， 「進歩のための同盟」によって，研究

協力体系はさらに強化された。これらラテン・アメリカ

の各研究所の協力体制は一つの政策によって統一化さ

れ，この共同研究の成果はただちに政策に結びついてい

る。

(b)研究協力の範囲もきわめて広く， 最も基礎的なも

のとしては統計の整備がある。統計の整備は統計作成の

方法，集計技術およびコードなどの統計の統一化がなさ

れており，すでに中米6カ国においては統計の統一化が

終わった。

将来の地城内共同研究としては，産業連関表 (input-

output table)などの経済諸指標を共同で開発し，長期計

画をきめ，細かく調股していくことも考えている。

(c) アメリカ経済と関係の深いラテン・アメリカ諸国

としては，域内研究所の協力体制の強化のほかにアメリ

カの諸研究所との協力も必要であり，その協力の実績も
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着々と上がっている。現在アメリカの各大学および研究

所に毎年数多くの中南米大学卒業者を送り込み，専門家

としての教育がなされている。

(d) また，アメリカから共同研究に必要な財政面の援

助がラテン・アメリカ諸国の研究所になされており，フ

ォード財団の資金などが流れ，共同研究遂行の一助とな

っている。

(e) その他のラテン・アメリカにおける研究所の協力

の実例が述べられたのち，結論としては，ラテン・アメ

リカの経済成長を加速化するためには，共同研究の幅を

広げ，深化することが緊要であると結んだ。

これに対して各国代表のおもな発言はつぎのとおりで

あった。

(a) 共同研究の成果が政策に結びつくことは，研究者

としては喜ばしい。しかしながら，研究所が政府の政策

に直結している場合には，政策によって調査研究が振り

回され，学究的な研究ができなくなるおそれも少なくな

Vヽ

(゚b) 共同研究を行なうに際して，テーマの続ーが問題

であるが，政策が先決的要因となることによって，テー

マが絞られることは興味深い。しかしながら，一般的に

共同研究を行なうためのテーマの選定は困難である。 し

たがって，統計などの基礎的なものから統一化すること

が必要である。国連などで行なっている国際的な統計分

類規準の拡大化を行なうべきである。

(c) その他の意見も上記の意見と大同小異であった。

特にアメリカ代表が，アメリヵ経済とラテン・アメリカ

経済の相互依存性の大きさから見て，将来の問題として

開発問題を中心に研究協力体制を強化すべきで，そのた

めの努力は惜しまないと述べた。

(3) ラテン・アメリカにおける統合産業に関する共同

研究計画について

この報告はアメリカでも最もラテン・アメリカ研究の

権威である BrookingsInstitutionのJosephGrunwald 

氏によって行なわれた。報告はラテン・アメリカ諸国の

研究所とこの研究所との共同研究の概要である。

(a) 共同研究計画の目的は1975年における共同市場内

での主要産業別のプラント規模およびプラント設立の最

適地を決定することにある。

(b) この目的のために本研究所は南米の 8カ国の研究

所と共同して研究を推進している。各研究所における共

通の研究テーマとしては， 1975年における対象工業製品

の各国別需要の展望，生産コスト，為替レートおよび必

I04 

要投資骸などの，統合産業設立および経営に関するファ

クターがあげられている。

(c) 特に，これら統合産業の適．If立地については生産

コストの比較俊位を調査し，これを決定する。もちろん

その国の資源の分布状況，労働，資本および市場などの

ファクターについても同時に共同調査が行なわれる。

(d) 共同研究に際しては方法論および手段などについ

ても事前に協謡 ・統一化し，調査対象商品について共同

で研究する。各関係研究所の代表はこの協議のため，セ

ミナ一方式によってすでに数回に及ぶ会合をもってい

る。

(e) 調査研究のための費用については，各研究所が約

3分の 2を負担し，あとはフォード財団および米少什開発

銀行から出資がなされている。

(f) このようなラテン・アメリカにおける共同研究の

状況はラテン・アメリカだけの問題ではなく ，ア フリカ，

アジア諸国における研究協力に一つの指針を与えるもの

と思われる。自国の事情に最も明るい自国の研究所が自

国の特殊性を反映させながら協力して，多数国問で共同

研究を行なうことは一つの理想である。

(g) なお，多数国にわたる共同研究をいきなり遂行す

ることはきわめて困難なこ とである。同じ目的をもっg,

3の国から逐次その範囲を拡大することが良策である。

以上の報告に関して各国代表のおもな発言としてはつ

ぎのようなものがあった。

(a) 各国の計画と地城計画との調整はいろいろな意味

で困難である。特に統合産業の国別配分については，生

産コスト，市場などの純経済的要素のみで決定すること

は困難で，社会的あるいは政治的な要素で決まるのが常

識である。すなわち，合意的分業体制が先行する。

(b) 各国の経済構造は年々変化し，経済計画も修正す

る必要が生じてくる。この場合，どのように各国間の計

画を調整すればよいか，問題が多い。とくに工業部門以

外の部門関係を考應に入れると，問題はさらに拡大しよ

う。

(c) 西アフリカにおける工業化に関する諸問題のうち

最も研究の困難なものの一つにフ゜ラント適正立地の問題

がある。ラテン・アメリカにおける経験はただちに西ア

フリカの工業化に参考になるだろう。

(d) 経済統合問題に関連して，コスト比較，投資，フ゜

ラントの規模およびプラント適正立地などの研究は十分

時間をかけ，注意深く行なうべきで，長期的な見通しを

たてる必要がある。現に先進国の統合体である EECの
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近年のゆき詰まり状態を見ても，その感を強くする。

(e) 城内における統合産業を育成し，工業化を計るこ

とは低開発国の開発という面から賛成である。しかし，

城外工業との相互関係についても十分留意することが必

要である。特に域外諸国との生産コスト比較という面か

ら非経済的工業化を強行するのは，自国資源の浪費とい

うことにもなりかねない。この点慎重な配慮が必要であ

る。また，技術面の協力は域内諸国はもとより域外諸国

との交流によってさらに強化され，よりよき創出効果が

期待されよう。

以上本会緞における特徴的な報告を取り上げ，これに

対する主要な発言を紹介したが，この紹介によって，全

体の会厳概要を推察していただけば幸いである。

最後に本会議の成果について述べれば，本会議を通じ

て世界の主要研究所代表によって，研究の国際的な協力

の必要性が再確認されたことが指摘しうる。いうなら

ば，本会説によって国際的な研究協力の体制の路線がひ

かれたといっても過言ではなかろう。

したがって，今後の OECD所長会鏃は本会議の再確

認を基礎として，さらに研究協力の方向を強化し，具体

的なテーマ，たとえば生活水準の国際比較，国際収支，

経済援助など各国共通の関心あるものについての共同研

究に関する諸問題が議題にしぼり，学究的な会議へとそ

の内容も変化していく可能性が強い。

w 会議からかえって

OECD主催の第3回研究所長会厳に出席してわたくし

の感じたことはつぎのようなことである。

(1) 本会厳に出席して，各研究所が現在取り組んでい

る研究およぴ今後の研究計画の概要について一応の理解

を持つことができた。特に共同研究の具体的手続きなど

がかなりアジア経済研究所としても参考になる点が多か

った。

(2) 会諮出席の各代表は従来から知已のある人たちで

あるようで，特に欧州諸国の研究所間の交流がさかんに

行なわれ，ほとんど友人関係にあり，また，ラテン・ア

メリカおよびアフリカ諸国の代表者も経済統合などの諸

会鏃を通じて相互によく知っている人たちである。した

がって，これらの代表は相互の理解も早く，会議は和気

あいあいのうちに運営された。アジア経済研究所として

も，できれば衷任のある特定の個人を機会あるたびに継

続的にこの種の会隊に1廿席させることが望ましい。共同

研究の可能性は人間関係の結合の程度にかかっていると

いっても過言ではなかろう。

(3) 本会諮においてアジア諸国に対する各国代表者の

関心がきわめて薄いのに驚いた。アジアはかれらにとっ

て非常に遠い存在であるようである。これはアジア諸国

の政治，および経済の不安定が大きな原因と思われるが，

経済諸指標および資料が少ないことも一つの原因となっ

ている。アジア経済研究所としてはアジア諸国の研究を

涌外に紹介することも必要であろう。

(4) アジア経済研究所は数多い研究成果を発表してい

るにもかかわらず，かれらに知られているものはほとん

どといってよいほどないのはまことに残念である。これ

は日本語の非国際性という点にもあるが，できるだiナ多
くの英文訳を広くばらまく必要がある。現に長期成長調

査室の長期展望についてもOECD開発センターの調査局

長は知らないという状態で， OECDのLiaisonBulletin 

に紹介されてないのはさびしいきわみである。

(5) 海外向け賓料配付について，さらに十分な検討を

加える必要がある。アジア経済研究にとってかなり興味

のある研究が各国においてなされており，その成果が発

表されているが，これらの研究，資料の入手のために資

料交換を積極的に行なうべきである。

(6) 最後に OECD開発センターとアジア経済研究所

との協力体制の問題であるが，今後ともその体制を強化

することが望ましい。本センターと緊密な連絡をとるこ

とが，各研究所との接触を持つ近道であるからである。

本センターとの協力関係について在日 OECD代表部を

通じ接触することは必要であり，同時に OECD開発セ

ンクー内部にしかるべき人を見つけ直接の窓口として接

触することが肝要であろう。
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